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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  人と地域（１）子ども・子育て

子育て世代に優しい社会が実現するとともに、多様な生き方が社会に受

容されています。 

地域社会は、子どもの明るい笑顔と活気にあふれています。 

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○県外に避難している子育て世帯に対する支援は、県内においても必要である。 

○放射線に関する不安解消の取組が必要である。 

○屋外でのびのび遊べる環境づくりが必要である。

●代表的な取組の進捗状況

① 安心して出産できる環境づくり 

【妊産婦の放射線影響の不安の軽減に関する取組】 

◆電話相談窓口の設置や訪問など、相談体制を整備するとと

もに、妊産婦等の交流相談会を開催しています。また、母

乳の放射線検査に対する助成を実施しています。

（H25 実績：妊産婦等の訪問 1,050 件 母乳検査 51 件）

② 日本一安心して子育てができる環境づくり 

【原子力災害を背景とする子どもの運動不足に関する取組】 

◆屋内遊び場を整備するとともに、屋外でのびのび遊べる環

境の整備のため、冒険ひろばを実施する団体を支援してい

ます。また、子どもの体力向上に向けた取組を実施する保

育所、幼稚園を支援しています。

（H25遊び場整備実績：屋内13市町村・16団体、屋外3団体）

【子どもの医療費無料化に関する取組】

◆市町村が実施する 18 歳以下の医療費無料化の取組に補助

をしています。

【子育て支援サービスの充実に関する取組】

◆保育所、認定こども園等に対する一部費用の助成や、保育

人材の確保等の支援をしています。

（H25 保育士の処遇改善補助実績：21 市町村 133 施設）

◆延長保育等を実施する保育所や、地域子育て支援センター

など地域資源を活用した子育て支援に取り組む市町村を

支援し、多様な保育サービスの充実化を促進しています。

（H25 地域子育て拠点への支援：25 市町村）

③ 結婚を支援していく仕組みづくり 

【男女の交流・出会いの支援に関する取組】 

◆出会い応援コーディネーターを設置し企業と連携した出

会いの場づくりを推進するとともに、イベント実施団体

の連携を強化します。また、縁結びサポーターを募集・

養成し、地域の結婚相談体制の充実を図ります。
ふくしま若者交流情報

ステーション（県 HP）

保育所の様子

妊産婦の交流サロン

屋内遊び場の様子
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●指標の進捗状況

・指標１

合計特殊出生率 

○H25 実績値 

1.53（概数） 

○H25 目標値 

 上昇を目指す

○評 価： －

○現状の分析： 
雇用情勢の悪化や震

災・原発事故等の影響に
より、将来への不安から、
結婚・出産をためらい、
低水準で推移すると考え
られる。 

・指標２

保育所入所待機児
童数 

○H25 実績値 

 97 人 

○H25 目標値 

 55 人

○評 価： Ｄ 

○現状の分析： 
24 年の大幅な減少は、

震災による県外避難と考
えられる。25年は、入所
児童数が増加しているこ
とから、他県に避難した
児童の帰還等により前年
より増加したと考えられ
る。

・指標３

独身男女の出会い
を支援するイベン
トの開催件数 

○H25 実績値 

 110 件 

○H25 目標値 

 増加を目指す

○評 価： －

○現状の分析： 
24 年度は補助事業の採

択数を増加により、大き
く件数が増加した。
補助事業は24年度で終

了したが、25年度は委託
により企業間の独身者交
流、イベント実施団体の
サポート等を実施した。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 子育て世帯やこれから親となる世代に対して、放射線による出産・子育てへの

影響に対する不安やストレスを解消する取組が必要です。 

② 子どもたちの屋外活動の制約による、体力の低下や心の不安などが懸念される

ため、遊び場の整備及び運動不足を解消する取組の更なる拡充が必要です。 

③ 社会全体で子育ち・子育てを支援する体制の構築が必要です。 

④ 交流イベント実施団体の自発的な取組を促進する必要があります。

●今後の方向性 

① 放射線に関する科学的根拠に基づいた情報を分かりやすく発信するとともに、医

療支援サービスの充実により、健康不安の解消を図ります。 

② 身近な屋内遊び場、安心して遊べる屋外遊び場の整備を進めるとともに、保育施

設等における運動不足の解消のための取組の拡充を図ります。 

③ 平成27年度からの子ども・子育て支援新制度の動向を注視し、保育施設の整備

を推進するとともに、地域人材を活用した多様な子育て支援サービスの充実化を

図ります。 

④ イベント実施団体や市町村との連携を強化し、交流イベントの充実を図ります。
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  人と地域（２）教育

子どもたちが、互いに協働し社会に貢献しながら自立して人生を切り拓

いていく、創造力にあふれた「こころ豊かでたくましい人」に育っていま

す。 

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○「ふくしま独自の教育」を明確に打ち出していく必要がある。 

○避難している子どもたちに対する教育支援をしっかりと行っていく必要がある。 

○放射線教育を子どもから大人まで進める必要がある。 

●代表的な取組の進捗状況

① 知・徳・体のバランス良い育成と生き抜く力をはぐくむ教育 

【健やかな体の育成に関する取組】 

◆体育の授業や部活動に外部指導者を派遣するなど、児童生

徒の体力向上に取り組んでいます。また、家庭・学校・地

域が一体となった食育推進体制を整備します。

（H25 実績：部活動へのスポーツ人材の派遣 延べ 68 名）

【確かな学力の育成に関する取組】 

◆学力調査の実施や定着確認シートの活用により、授業改善

に取り組んでいます。また、学校・家庭・地域が連携した

児童生徒の学力向上・学習習慣の確立に向けた取組を推進

しています。

【東日本大震災・原子力災害を踏まえた教育に関する取組】 

◆理数教育の充実や、震災を踏まえた放射線教育、防災教育

など、ふくしまならではの教育を推進しています。

② 学校、家庭、地域が一体となった地域全体での教育 

【地域ぐるみによる学校支援に関する取組】 

◆地域全体で学校教育を支援する体制づくりのため、コーディ

ネーターを養成する研修会を実施しています。

（H25実績：研修会参加者 延115名）

【放課後の子どもの学習活動、交流活動に関する取組】 

◆運営費の助成や研修会の実施など、放課後子ども教室等の

設置・運営を支援しています。

③ 安全・安心で質の高い教育環境 

【学校施設の耐震化・老朽化対策に関する取組】 

◆被災した県立学校施設の復旧、耐震性能の低い施設の改修

等を推進しています。また、小中学校施設等の耐震化を図

る市町村の取組を支援しています。

【避難地域などの学校に関する取組】

◆生徒の通学支援や施設整備など、サテライト校の教育環境

の充実に引き続き努めています。また、双葉郡の中高一貫

校開設に向けて準備を進めています。

食育の様子

放射線教育の様子 

コーディネーター養成研修会

中高一貫校の新設高校

（総合学習棟・食堂）外観イメージ
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●指標の進捗状況

・指標１

全国学力・学習況調
査結果（全国平均正
答率との比較割合
（全国平均＝100））

○H26 実績値 

小６国語 101.5 
小６算数 100.1 
中３国語  99.6 
中３数学  95.5 

○H26 目標値 

小６国語 100.6 
小６算数  98.9 
中３国語 102.3 
中３数学  99.7 

○評 価：Ｂ

○現状の分析： 

小学校国語は全国平均

をやや上回っており、小

学校算数及び中学校国語

はおおむね全国平均であ

るが、中学校数学は全国

平均を下回っているが、

昨年度に比べ全体的に改

善傾向がみられる。 

・指標２

放課後児童クラブ

設置数 

○H25 実績値 

 358 か所 

○H25 目標値 

 354 か所

○評 価：Ａ 

○現状の分析： 

放課後児童クラブの再

開や新設により設置数が

増加した。

・指標３

県立学校施設の耐

震化率 

○H25 実績値 

 83.8％ 

○H25 目標値 

 84.0％

○評 価：Ｂ 

○現状の分析： 

耐震改修基本計画の前倒
し等により耐震化を推進し
ており、計画通りに目標の
達成が可能である。原発事
故により使用停止中の避難
地域等の県立学校施設につ
いても、除染等の状況を見
ながら耐震化を推進する必
要がある。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 「ふくしま独自の教育」について、更なる検討が必要です。 

② 地域住民による積極的な学校支援を促進する必要があり、地域で学校教育を支

える人材の確保・育成が課題です。 

③ 被災した児童生徒の就学環境は、今もなお厳しい状況にあるため、各学校の実

態に応じた支援が必要です。

●今後の方向性 

① 他の教育機関等と連携した理数教育・外国語教育や、放射線教育等、震災を踏ま

えた教育の充実を図ることにより、本県ならではの教育を推進していきます。ま

た、双葉郡の中高一貫校については社会に貢献する人材を育成できるよう、開校

に向けた準備を進めていきます。 

② 子どもと積極的に関われる人材の育成や環境づくり、地域の大人や保護者の意識

啓発に取り組みます。 

③ 被災した児童生徒の就学環境の改善に向けて、引き続き心のケアや学習支援を行

う人材の配置などに取り組みます。
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  人と地域（３）文化・スポーツ

県民は文化・芸術・スポーツ活動に親しみ、本県は先進的な文化・芸術・

スポーツ活動の発信拠点となっています。 

また、若者・女性・高齢者などが、社会の主役として活躍しています。

県民は人生を楽しみ、生活に幸福を実感しています。 

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○伝統文化の継承を支援する取組や、記録・保存、担い手育成に向けた取組が必要である。 

○東京オリンピックに向けた取組を、県全体で考える必要がある。 

○若者たちの自由な発想を支援していくことが大切である。

●代表的な取組の進捗状況

① 文化の振興 

【声楽アンサンブルコンテスト全国大会に関する取組】 

◆声楽アンサンブルコンテスト全国大会を開催し、「合唱王

国ふくしま」を全国に発信しています。

（H25 実績：出演団体 122 団体）

【文化財・伝統文化の保存継承に関する取組】 

◆用具や衣装等の修復費用等の助成、稽古や演技披露の様

子の記録・保存、交流イベントの開催など、伝統文化の継

承や担い手の育成を支援しています。

（H25 実績：民俗芸能保存団体に対する補助 18 件）

② スポーツの振興 

【シンボルスポーツの創出に関する取組】 

◆交流イベントの開催など、福島ユナイテッドＦＣが地域に根

差したシンボルスポーツチームとなるよう支援しています。

【選手の発掘・育成・強化、競技力向上に関する取組】 

◆東京オリンピック等、世界での活躍が期待される選手の

輩出を目指し、競技者の発掘・育成・強化や、指導者の

養成など、競技力向上体制の整備を推進しています。

③ 若者・女性・高齢者の活躍の場づくり 

【若者が企画運営するイベントなどの支援に関する取組】 

◆高校生等が中心となって企画・実施する本県の復興・再生に向け

た活動を支援する取組を県内７方部に拡充して行っています。

（H25実績：県内3か所において高校生等による取組を実施）

【高齢者の就業や能力開発に関する取組】 

◆就業機会の拡大や会員数の増加等に取り組むシルバー人

材センターを支援しています。

④ 生涯学習の場づくり 

【県立美術館等の展示内容などの充実に関する取組】 

◆文化による心の復興を支援するため、常設展・企画展・

教育普及事業の充実を図るとともに、利用者の視点に立

った施設運営に努めています。

（H25実績：ＮＨＫ大河ドラマ特別展 「八重の桜」入館者 23,977人

「若冲が来てくれました（プライスコレクション）

江戸絵画の美と生命展」入館者 155,592 人）

第７回声楽アンサンブル 

コンテスト全国大会 2014

高校生ワークショップの様子 
 (小高商業・小高工業高校) 

選手育成の様子

「八重の桜」展１万人入場記念
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●指標の進捗状況

・指標１

アクアマリンふく
しまの入館者数 

○H25 実績値 

597,302 人 

○H25 目標値 

550,000 人以上 

○評 価： Ａ 

○現状の分析： 

福島第一原子力発電所

事故の風評の影響で、入

館者が震災前の水準まで

回復していない。 

・指標２

国民体育大会天皇
杯順位 

○H25 実績値 

 35 位 

○H25 目標値 

 37 位

○評 価： Ａ 

○現状の分析： 

①団体競技の活躍、②

少年女子の活躍、③本県

のお家芸と言われた競技

の復活により順位が上が

った。

・指標３

シルバー人材セン
ター会員数 

○H25 実績値 

 12,752 人 

○H25 目標値 

 13,800 人以上

○評 価： Ｂ 

○現状の分析： 
定年延長義務化や除染

作業への従事者増加など
の影響により、入会者数
が全県的に減少傾向にあ
る。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 震災による衣装・用具等の損傷、担い手の県内外への避難等により、伝統文化

の継承が危ぶまれています。特に、浜通りを中心とした地域は、地域コミュニ

ティが分断され、伝統行事の存続が困難な状況にあります。 

② 若者、女性、高齢者等が元気に活躍する姿を、広く情報発信していく必要があ

ります。 

③ 復興支援のイベント等の開催により、文化活動への参加者や文化施設の利用者

数は増加傾向にありますが、地域の復興と併せて、継続的な公演・展示の開催

や、県民が文化活動に参加する機会の提供が必要です。

●今後の方向性 

① 関係機関・団体等との連携を強化し、損傷した衣装・用具等の修復等、団体の活

動を支援するとともに、発表・交流の場を設けることにより、担い手の確保・育

成を支援します。 

② 様々なツールを活用した情報発信を行うことにより、取組の全県的な広がりを目

指します。 

③ 市町村や関係機関と連携し、魅力的な公演・展示の開催、積極的な情報発信を実

施します。また、地域の知の拠点として、県民による様々な文化施設の利用を推

進します。
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  人と地域（４）まちづくり・地域づくり

生活圏の中心都市や各市町村の中心市街地は、広域的な経済活動の拠点

となるとともに、都市機能が集積し、賑わいがあふれています。 

また、地域住民は、お互い知恵を出し合って、主体的に地域づくりに取

り組んでいます。

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○本県の NPO を結ぶ仕組みを作ることが急務である。 

●代表的な取組の進捗状況

①広域的なまちづくり・地域づくり 

【生活交通の確保に関する取組】 

◆乗合バス等の生活交通路線を運行する事業者の支援を通し

て、避難者や地域住民の交通手段の確保を図っています。

（H25実績：運行費補助4.1億円、56路線など）

【地域資源を生かした持続的成長が可能な地域づくりに関する取組】 

◆住民が主役の個性と魅力ある地域づくりの推進や復興に

向けた活動の促進に取り組んでいます。

（H25 地域づくり総合支援事業（一般枠）実績：183 件）

②中心市街地の活性化 

【街なか道路の整備に関する取組】 

◆すべての人が安全に安心して利用できる歩道環境をは

じめ、街なかの多様な道路の整備を進めています。

【中心市街地の空き店舗活用などに関する取組】 

◆空き店舗の増加等により空洞化が進行している商店街の

活性化のため、地域に必要な業種等の誘致に向けた空き店

舗の改修や、福祉や子育てへの活用など、魅力向上に取り

組む商店街等の空き店舗対策事業を支援しています。

(H25補助実績：7市町55件 )  
③NPO法人・ボランティア・地域コミュニティの活動の支援 

【NPO法人、ボランティアの活動の環境整備に関する取組】 

◆NPO法人等が行う震災復興に資する地域づくりを支援し、自立した

NPO等地域活動団体の育成やネットワーク形成を図っています。

（H25実績：企画立案講座や会計講座など各種講座を開催）

【地域コミュニティの再生・活性化に関する取組】 

◆復興支援員等を設置して、被災地の実情に応じた住民主

体の地域活動を支援しています。

（県設置復興支援（専門）員H25実績：5名着任、H26予定：22名） 

④分権型社会への対応 

【市町村への支援などに関する取組】 

◆被災市町村のマンパワー不足に対応するため、任期付県

職員を市町村に派遣しています。

【分権型社会の推進に関する取組】 

◆住民に身近な市町村が主体的に地域づくりに取り組むことが

できるよう、オーダーメイド権限移譲に取り組んでいます。

復興支援員の活動（新地町）

H26 年度採用の任期付職員 

景観に配慮した道路整備（三春町）

地域をまたがる幹線バス交通
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●指標の進捗状況

・指標１

市街地内の都市計

画道路（幹線道路）

延長 

○H25 実績値 

325.5 ㎞ 

○H25 目標値 

326.4 ㎞ 

○評 価： B

○現状の分析： 

平成 26年度には、市町

村事業で1箇所が完了し、

県・市町村事業 4箇所着

手する見通しで、着実に

延長が伸びている。 

・指標２

NPO やボランティ

アと県との協働事

業数 

○H25 実績値 

83 事業 

○H25 目標値 

68 事業 

○評 価： A

○現状の分析： 

復興・再生の観点から

協働事業の必要性が指摘

されており、これに伴い

協働事業数が増加してい

る。

・指標３

市町村への権限移

譲数 

○H25 実績値 

1,726 件 

○H25 目標値 

1,538 件 

○評 価： A

○現状の分析： 

市町村の分権意識の高

まり等から、権限移譲の

件数が目標を上回り、移

譲が進んでいる。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① バスや鉄道の利用者が減少傾向にあります。 

② 協働事業による復興への意識が高まりを受けて、地域の復興やきずなの維持・

再生の取組の主体となるNPO等地域活動団体の強化が必要です。 

③ 被災市町村におけるマンパワー不足は今後も続くと想定されます。特に、保健

師や土木職、農業土木職などの技術職員が不足しています。 

●今後の方向性 

① 魅力あるまちづくりや中心市街地の活性化等のため、市街地整備や地域生活の交

通ネットワークの確保・維持に取り組みます。 

 ② NPO 等地域活動団体の活動基盤や機能の強化を支援し、運営力の底上げをしま

す。 

 ③ 被災市町村に対する人的支援については、任期付職員の派遣や各都道府県及び各

都道府県の市長会、町村会への派遣要請等により、技術職員も含めて必要な人員

の確保に努めます。

●実績値
◆目標値
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  人と地域（５）過疎・中山間地域

過疎・中山間地域では、生活空間としての農山漁村が再評価され、都市

部などとの絆が深まっています。 

また、地域資源を活用した産業が興隆するとともに、安全・安心な暮ら

しが確保されています。 

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○里山などの資源や空き家・空き教室を地域振興に役立てる必要がある。 

○過疎地域の知恵を持つ人と新しい視点を持つ人たちが交流できる仕掛けが必要である。

●代表的な取組の進捗状況

①過疎・中山間地域の地域力の育成 

【集落の維持・活性化と担い手の育成に関する取組】 

◆過疎・中山間地域の集落や地域づくり団体が行う地域資源

を生かした活性化の取組を支援しています。

（H25地域づくり総合支援事業（過疎・中山間地域集落等活性化枠）実績：25件）

◆女性の力や大学生の力を活用した集落等の復興支援や、集

落支援員等育成などの人材育成に取り組んでいます。

（H25 大学生の力を活用した集落復興支援事業実績：10グループ） 

②過疎・中山間地域の働く場と収入の確保 

【農林水産業の振興に関する取組】 

◆中山間地域等における生産条件等の不利な農用地で継続的に

耕作する農業者に対して、中山間地域等直接支払交付金を交

付し、不利性を補償するとともに、耕作放棄地の発生防止や

多面的機能の発揮・維持等を図っています。

（H25実績：44市町村 1,266協定など） 

◆鳥獣被害防止のため、市町村協議会が実施する鳥獣被害防

止活動等を支援しています。

③過疎・中山間地域の生活基盤の改善 

【地域医療の確保に関する取組】 

◆へき地診療所や医療支援センターの運営への助成や医師

の確保に取り組んでいます。

【情報通信基盤の整備と活用に関する取組】 

◆条件不利地域の通話エリア化を支援し、通話エリアの広域

化や不通話地域の解消を図っています。

④奥会津地域の振興 

【奥会津地域の魅力向上に関する取組】 

◆只見川電源流域振興協議会や流域町村が行う農商工連携、

広域観光・交流の推進等を支援し、流域町村の振興を図っ

ています。

大学生の田植え体験・調査

奥会津のパンフレット

地域医療体験研修

中山間地域等直接支払制度のあらまし
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●指標の進捗状況

・指標１

地域づくり総合支

援事業（サポート

事業）採択件数 

○H25実績値 

 669 件 

○H25目標値 

678 件 

○評 価： Ｂ  

○現状の分析： 

震災前の件数までは回

復していないものの、H25

年度は前年度より大幅に

増加した。今後も住民が

主役の復興に向けた地域

づくり活動を推進する。 

・指標２

過疎・中山間地域

における観光客入

込数 

○H24実績値 

 18,618 千人  

○H25目標値 

21,988 千人

○評 価： －  

○現状の分析： 

東日本大震災の影響に

より観光客入込数は大幅

な減少となった。

平成 24 年度より、観光

復興キャンペーンや風評

払拭のための取組強化を

行い、回復傾向にあるが、

震災前の 8 割未満にとど

まっている。

・指標３

集落支援員数 

○H25実績値 

27 人  

○H25目標値 

26 人 

○評 価： Ａ  

○現状の分析： 
高齢化、過疎化が進展

する中、集落への目配り
として地域内を巡回し、
実情を把握するため、必
要性はますます高まるこ
とが予想される。 
今後は、市町村が新規

で設置しやすい環境づく
りに努める。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 地域資源を活用した地域の活性化を図るとともに、伝統文化も継承していく必

要があります。 

② 主要産業である農業生産活動を維持して、多面的機能を発揮する必要がありま

す。 

③ 住民が安心して生活するため、地域医療の確保・充実を図る必要があります。 

●今後の方向性 

① 地域づくり活動の更なる活性化や伝統文化の伝承、豊かな自然環境の保全に取り

組むとともに、地域づくりのリーダーなどを育成します。 

 ② 中山間地域等直接支払交付金の取組を継続するとともに、取組の更なる充実を図

るため支援していきます。 

 ③ へき地の医師・看護師等の確保にあたって、関係機関と連携し、引き続き取組を

強化します。

●実績値
◆目標値

0

500

1000

1500

2000

2500

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

15,000

20,000

25,000

30,000

H22H23H24H25H26H27H28H29H30H31H32

10

15

20

25

30

35

H22H23H24H25H26H27H28H29H30H31H32

10



30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  人と地域（６）避難地域の再生・避難者の生活再建
原子力災害の避難地域では、放射性物質の除去が進み、安全で

安心に暮らせる社会が実現しています。

また、原子力に依存しない新たな産業の集積と人口の回復が進

んでいます。

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 
○民間借上住宅や応急仮設住宅について、今後の対応を考えるべきである。 
○避難されている方と受入先の住民でサービスが異なる場合があるので、同一地域で
は同様のサービスを受けられるような検討が必要である。 

○県外避難者向けの情報について、格差があるのでもう一度確認すべき問題である。

●代表的な取組の進捗状況

①避難解除等区域における復興・再生

【農林水産業の再生に関する取組】 

◆避難地域における営農再開に向け、除染後農地の保全管理や、鳥獣害対

策など、地域の実情を踏まえ支援を行っています。また、避難地域等の

営農再開・農業再生を図るため、現地において実証的な調査研究を行う

拠点「（仮称）浜地域農業再生研究センター」を整備しています。

【教育・保育に関する取組】 

◆震災や原発事故により就園困難となった世帯の幼児への幼稚

園入園料や保育料及び経済的理由により就学困難となった小

中学生への学用品費等について、市町村へ補助をしています。
（H25実績：公立幼稚園 193人私立幼稚園 1,420人小学生 3,809 人中学生 2,281人）

【避難地域の防犯対策に関する取組】 

◆避難指示区域等における国道６号線の自由通行化、常磐自

動車道全線開通に向けた動き等の復興・復旧の情勢に応じ

た防犯・交通対策を推進します。

（H25実績 他都道府県から特別派遣部隊延べ112,000人の応援）

②将来的に住民の帰還を目指す区域の復興・再生に向けた準備

【住民の帰還に関する取組】 

◆町内の復興拠点整備や産業再開に向けた環境整備等の新たな施

策や長期避難者支援から早期帰還までを一括し、より広くきめ細

かなニーズに対応して福島再生加速化を図ります。

【社会基盤の整備に関する取組】 
◆浜通りを南北に結ぶ常磐自動車道の整備を促進するととも

に、インターチェンジまでのアクセス道路を整備しています。 

（開通予定 浪江IC～南相馬IC：H26年内、常磐富岡IC～浪江ＩC：H27GW前） 

③避難者の生活再建・事業再開支援

【避難者の生活拠点づくりに関する取組】 
◆復興公営住宅について、引き続き用地取得等や関係自治体との協議を
進め、早期完成・入居開始を目指し整備します。また、H26 年度から
入居開始が見込まれる各復興公営住宅にコミュニティ交流員を配置
し、交流活動を通じたコミュニティの維持・形成を図っていきます。

（全体で4,890戸の計画、H25年度中に495戸の建設工事に着手） 
【避難者に対する情報提供に関する取組】 
◆震災及び原発事故により、県内外に避難した県民に対して、県
内情報を提供してふるさととの繋がりを維持するとともに、避
難先で安定した生活が送れるよう各種支援を実施しています。

帰還困難区域における警ら活動

浪江ＩＣ付近の様子

復興公営住宅（イメージ）

（仮称）浜地域農業再生研究センター
（イメージ）

11



●指標の進捗状況

・指標１

県内・県外避難者数

（県全体） 

○H26実績値 

126,889 人 

○H32目標値 

     0 人

○評 価：  －

○現状の分析： 

震災から３年半が経過し、徐々に帰

還に向けた動きも見られるが、依然と

して１２万人を超える方々が、住み慣

れたふるさとを離れ、不自由な避難生

活を送っている。

・指標２

避難区域等の居住人口

（うち帰還人口） 

○H25実績値  

居住人口 約41,600人

帰還人口 約26,400人

○H25目標値 

 増加を目指す。

○評 価：  － 

○現状の分析： 
放射線に対する不安や、日常生活を

送るための公共・民間の様々なサービ

スを受けられる環境が不足している

ことから、帰還が進んでいない。帰還

に向けては、除染や、リスクコミュニ

ケーションのほかインフラ復旧、教

育、医療福祉等、生活できる環境整備

を進める必要がある。

・指標３

双葉郡の商工会

会員事業所の事

業再開状況

○H25実績値 

 49.3％ 

○H32目標値 

 100％

○評 価：  －

○現状の分析： 
事業者を始めとする住民の多く

は帰還できず、避難している状況に
ある。住民の帰還が進まないため、
会員事業者は帰還後の事業再開を
見合わせている。また、会員事業者
の高齢化、後継者不足などの問題が
事業再開を遅らせている。   

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 震災から３年半が経過し、徐々に帰還に向けた動きも見られるが、依然として
１２万人を超える方々が、住み慣れたふるさとを離れ、不自由な避難生活を送
っています。 

② 避難者は、二重生活による経済的・精神的負担、放射線による健康不安、さら
には、将来に対する不安など、様々な悩みを抱えているため、避難者の生活再
建、生活安定化を図る必要があります。 

③ 原子力災害により、長期避難を余儀なくされている避難者の居住の安定を確保
が求められています。 

④ 少子化に加えて東日本大震災・原子力災害によって子どもの減少に拍車がかか
っています。    

⑤ 生活拠点整備を進めるに当たっては、引き続き、国、関係自治体と協議を行っ

ていく必要があります。

●今後の方向性 

① 県民が健康に不安を感じることなく、安心して住み、暮らすための方策や将来を

担う子どもを育てる環境の確保や医療・福祉環境、買い物環境の整備を進めます。

 ② 引き続き、避難者に寄り添った支援活動の継続と、避難者のニーズに対応した効

果的な情報発信に取り組みます。  

 ③ 関係自治体との協議を進めながら、復興公営住宅の早期完成・入居開始を目指し

整備を進めます。 

 ④ 加速する少子化への対応を検討していきます。 

 ⑤ 県は、市町村とともに課題解決に取り組むとともに、制度の改善や予算等の拡充

について国へ要望していきます。
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  活力（１）農林水産業
原子力災害を乗り越え、意欲ある農林水産業者が活躍しています。 
また、本県は国内外の食料需要や資源需要を支える一大供給基地となっ

ています。 
さらに、最先端技術の活用などにより、効率的で安定的な経営が図られ、

魅力ある農林水産業が営まれています。

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○県産食品の信頼回復に向けた積極的な情報発信が必要である。 

○担い手・後継者となる人材育成が必要である。 

○放射性物質以外にもトータルで安全な農産物を提供していく取組も大切である。 

○林業再生に向けて、放射性物質の動態に関する研究を進めるべきである。

●代表的な取組の進捗状況

①安全・安心な農林水産物の提供 

【安全な農林水産物の生産に関する取組】 

◆県産米の全量全袋検査を始めとした放射性物質検査を確実

に実施し、検査結果の見える化を行っています。

◆安全な農産物を生産するため、放射性物質の吸収抑制対策に

取り組んでいます。

②県産農林水産物のブランド化・高付加価値化 

【地域産業６次化に関する取組】 

◆本県の豊かな農林水産資源を活用した 6 次化商品の開発や

販路開拓、農林漁業者の異業種への参入を推進しています。

【福島県の顔となる県産農林水産物のブランド化に関する取組】 

◆消費者等の信頼とブランド力を回復するため、トップセールス

や TV コマーシャルなど多様な PR 活動、正しい情報の発信を

積極的に展開しています。

③農業の再生 

【認定農業者の育成・確保に関する取組】 

◆意欲ある担い手の育成・確保に取り組むとともに、こうした

担い手への農地集積を進めています。

【津波で被災した農地、農業用施設などの整備に関する取組】 

◆被災した農地や農業用施設の計画的な復旧を進めています。

④林業・木材産業の再生 

【森林の再生に関する取組】 

◆間伐、路網や木質バイオマス利用施設の整備等を推進しています。

◆森林の再生のため、森林整備と放射性物質の対策を一体的に

推進しています。

⑤水産業の再生 

【水産業の再生に関する取組】 

◆水産業の早期復旧を図るため、被災した施設の復旧整備、

漁船の復旧等を進めています。

◆沿岸漁業の操業再開に向けて、モニタリングの結果を踏ま

えながら、試験操業に取り組んでいます。

木質バイオマス発電施設

大区画に再整備した農地

試験操業

県産米の放射性物質検査

おいしいふくしま、できました。

春野菜トップセールス
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●指標の進捗状況

・指標１

認定農業者数 

○H24実績値 

 6416 経営体 

○H25目標値 

6,955 経営体 

○評 価：－

○現状の分析： 

 高齢化による規模縮小や震

災、原発事故の影響などから、

再認定の辞退者が増えてい

る。 

・指標２

森林整備面積 

○H25実績値 

 5,626ha 

○H25目標値 

 7,600ha 

○評 価：― 

○現状の分析： 

原発事故の影響で、森林所

有者等による自主的な森林整

備が停滞している。 

市町村等による整備を推進

し、整備面積の回復を見込ん

でいる。 

・指標３

沿岸漁業生産量 

○H25実績値 

 0.4t 

○H32目標値 

27 千 t 

○評 価：－  

○現状の分析： 

沿岸漁業が自粛中であり、

試験操業を除き水揚げがな

い。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 農林水産物の風評を払拭していく必要があります。 

② 農林漁業の担い手の育成・確保とともに、農林水産業の復興を加速していく必

要があります。 

③ 避難地域における営農再開を見据えて、農地や農業用施設の復旧を進める必要

があります。 

④ 森林の放射性物質対策に取り組んでいくことが必要です。 

⑤ 福島第一原子力発電所の汚染水問題を考慮しつつ、沿岸漁業の操業再開に向け

て、試験操業の取組を拡大する必要があります。 

●今後の方向性 

① 効果的かつ積極的なＰＲや農産物のブランド化を図る取組を展開します。 

 ② 農林水産特区の更なる活用などにより、再生・復興を加速させます。 

 ③ 営農再開に向け、避難地域の実情に即して、きめ細かな支援を行います。 

 ④ 森林整備と一体となった放射性物質対策、県産材利用の促進等に取り組みます。

 ⑤ 汚染水処理の根本的な対策を求め、試験操業の対象魚種や海域の拡大を図りま

す。

●実績値
◆目標値
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  活力（２）商工業・サービス業
多彩な産業が集積し、県内を循環する地域経済が形成されています。 
また、県内企業では、製品やサービスの付加価値が向上し、競争力が高

まっています。 
さらに、県内企業の海外展開が進むとともに、国内外から県内への投資

が加速し、人、モノ、資金が集まっています。 

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○被災企業の事業継続や関係性の維持に対する事業再開支援が必要である。 

○開発した医療福祉機器が活用される仕組みづくりと県外への発信が必要である。 

○福島を発信できる商品開発に対し、県はもっと計画的・積極的に支援すべきである。

●代表的な取組の進捗状況

①企業立地などによる産業の集積 

【企業立地に関する取組】  

◆企業の生産拡大及び雇用創出を図るため、県内で新・増設を

行う企業に対し、初期投資費用の一部を補助しています。 

（H25 ふくしま産業復興企業立地補助金：143 件／433 億円） 

②医療関連産業など、本県の再生の推進力となる産業の集積 

【医療機器開発・安全評価拠点の整備に関する取組】

◆国内初の安全性評価機能を有する拠点として、福島県医療機

器開発・安全性評価センター（仮称）の整備を進めています。

また、医療福祉機器の開発・実証、手術支援ロボット等の先

端医療機器の研究開発等を支援しています。 

③県内企業の経営基盤、競争力・収益力の強化 

【中小企業の資金繰り支援に関する取組】

◆東日本大震災及び原子力災害により甚大な被害を受けた県内産業

の復旧・復興を効率的に促進するため、中小企業等グループによ

る一体的な復旧・復興事業に対し、経費の一部を補助しています。

（H25 認定数：47／交付決定額 122 億円） 

④ブランド力の向上と販路開拓 

【首都圏や海外での商談、販売促進に関する取組】  

◆首都圏情報発信拠点や大型商談会などを通して、本県の総合  

的な情報発信、県産品の販路開拓、福島ブランドの再生等に  

取り組んでいます。 

◆世界最大の医療機器展示会への出展や JETRO の支援による   

RIT 事業など、企業間商談に関する取組を実施しています。  

また、交流先のドイツ NRW 州経済大臣が来県し、平成 26 年 

中の連携強化にかかる覚書締結に合意しました。 

⑤起業の支援 

【起業後のフォローアップに関する取組】 

◆ソフト系ＩＴ分野などを営む事業者を入居対象者とする

インキュベートルームの運営を通じ、入居企業１1 社を中

心に経営支援を行いました。 

覚書締結合意 

福島駅西口インキュベートルーム 

中中小企業等グループの 

イメージ（一例） 一例 

県内の工業団地（相馬市、新地町） 

介護作業補助具

15



●指標の進捗状況

・指標１ 

工場立地件数 

○H25実績値 

102 件 

○H25目標値 

 130 件以上 

（H22からの累計値） 

○評 価：Ｃ

○現状の分析： 

進出予定の企業は見込め

るものの、資材や人件費

の高騰による進出計画の

見直しなどの影響で、前

年と同じ件数にとどまっ

た。 

・指標２ 

医療機器生産額 

○H24実績値 

 1,089 億円 

○H25目標値 

 1,140 億円以上

○評 価：－ 

○現状の分析： 

震災以降、着実に復興が

進み、順調に生産が進め

られている。補助金を使

った医療機器開発も進ん

でおり、今後もおおむね

順調に推移していくもの

と思われる。 

・指標３ 

技術移転件数 

○H25実績値 

 1,393 件 

（H7～H25累計） 

○H25目標値 

 1,500 件以上 

（H7～H25累計）

○評 価： Ｂ 

○現状の分析： 

県内企業は震災復興に向

けた取組を優先している

こと、また補助金等によ

る学との共同研究が増え

ていることが技術移転件

数の減少の要因と推察さ

れる。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 原子力発電所事故に伴う警戒区域等の見直しにより、事業再開を希望している

事業者も多く存在していることから、国に対し、補助金予算の確保と柔軟な運

用を強く要望していく必要があります。 

② 県内での医療福祉機器産業の更なる技術力向上や付加価値の向上を目指すた

め、企業や医療機関等の研究開発を促進していくと同時に、製品の更なる販路

開拓が必要です。 

●今後の方向性 

① 事業再開を希望している事業者にきめ細かに対応していくとともに、国に対し

て、柔軟な制度運用と十分な予算の確保を要望していきます。 

 ② 県内中小企業の成長、県外からの開発・研究機関の集積を進めるため、医療機器

開発コーディネーターの育成を進めます。
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  活力（３）再生可能エネルギー
本県を拠点とした再生可能エネルギーの研究と実用化が進展するとと

もに、関連産業が集積しています。 
また、県内のエネルギー需要を満たす再生可能エネルギーが生み出され

ているとともに、創エネルギーによる地域の活性化が図られています。

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○再生可能エネルギーの推進について、より分かりやすく県民に示す必要がある。 

○他の地域とは異なる、「福島県らしさ」を創っていくべきである。 

○政策的な問題について、法改正も含めた国への要請が必要である。

●代表的な取組の進捗状況

①再生可能エネルギーの導入拡大 

【住宅における再生可能エネルギーシステムの導入に関する取組】 

◆一般家庭における再生可能エネルギー設備導入を支援す

るため、太陽光パネル設置にかかる初期投資費用の一部を

補助しています。 

（H25 住宅用太陽光設備設置実績：補助件数 6,514 件） 

【再生可能エネルギーの導入に関する取組】 

◆市町村、事業者、民間団体が行う小水力等の再生可能エネ

ルギーの事業可能性調査や、電力会社との技術的な検討に

かかる費用について助成しています。 

（H25 実績：6件／8,284 千円） 

②再生可能エネルギーの研究拠点・関連産業の集積・育成 

【再生可能エネルギーの研究拠点・関連産業の集積・育成に関する取組】

◆新たな産業の創出、関連産業の集積・育成に向け、平成25年

11月に「ふくしま復興・再生可能エネルギー産業フェア（リ

ーフふくしま）」を開催し、関連産業でビジネスに取り組む企

業等に技術・情報の発信、商談・交流の場を提供しました。 

【再生可能エネルギーなどの技術開発に関する取組】 

◆土着藻類によるバイオマス生産技術の開発などの、次世代の

技術に関する研究開発を支援しています。 

（H25実績：4件採択） 

③再生可能エネルギーに関する人材育成や啓発 

【再生可能エネルギーに係る教育・啓発に関する取組】 

◆再生可能エネルギーに関する理解を深めるため、小・中・

高のモデル校９校で、体験的な学習、講演会、エネルギー

施設等の見学を行い発表するとともに、実践事例集を県内

の小学校、中学校、高等学校に配付し、成果の普及に努め

ています。 

住宅用太陽光発電システム

補助制度ＰＲパンフレット 

再生可能エネルギーフォーラム 

藻類バイオマス 

リーフふくしま２０１３ 
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●指標の進捗状況

・指標１ 

再生可能エネルギ

ーの導入量 

○H25実績値 

2,009,527kl 

○H32目標値 

3,522,467kl

○評 価： －

○現状の分析： 
32 年度目標値の約６０％

に達しているが、目標達成
には更なる大規模設備の導
入（特に太陽光、風力発電）
が必要である。 
大規模設備の導入には、

長時間を要する。目標を達
成できるよう、早い段階で
の導入推進が必要である。 

・指標２ 

再生可能エネルギ
ー関連の工場立地
件数

○H25実績値 

 11 件 

○H25目標値 

 13 件以上

○評 価： Ｂ 

○現状の分析： 
復興特区による優遇措置制度
など、再生可能エネルギー関
連産業集積のための様々な取
組を広く紹介するとともに、
福島県の優れた立地環境をさ
らにPRしていく必要がある。

・指標３ 

産学官共同研究 
実施件数 

○H25実績値 

 14 件 

（H23 からの累計）

○H25目標値 

 6 件以上 

○評 価： Ａ

○現状の分析： 
平成24年度から県内4大学
で地域イノベーション戦略
支援プログラム事業が行わ
れているほか、平成 26年 4
月には産業技術総合研究所
福島再生可能エネルギー研
究所が開設するなど、研究
開発の環境整備が進んでお
り、今後も増加が見込まれ
る。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 再生可能エネルギー関連産業の集積・育成に向け、関連企業の誘致や地元企業の育成

等の取組を進める必要があります。 

② 農業利用が長期間見込めない農地について、太陽光発電を始めとする再生可能エネル

ギーの施設用地として活用することができるよう、転用規制等の特例措置が必要です。 

③ 原発事故で著しい被害を受けた本県については、他県と比べて不利な条件下にあり、

再生可能エネルギーの導入に時間を要することから、固定価格買取制度における買取

価格や発電施設の導入補助を優遇するなどの特例措置が必要です。 

●今後の方向性 

① 産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所と連携した技術開発支援や、人材育

成事業を通じて、県内企業の技術高度化を進めます。 

 ② 避難解除区域等で農業利用が長期間見込めない農地について、再生可能エネルギー施設

用地として有効活用できるよう、非農地証明の基準の明確化や農地転用に係る復興整備

計画策定に関する同意基準の柔軟化、生前一括贈与対象農地を転用した場合の納税の特

例など、この地域限定の特別の措置を講じるよう、国に要望します。 

 ③ 国に対し、発電設備等に関する独自の補助制度等の継続・拡充や特別の規制緩和措置を

求めていきます。
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  活力（４）雇用・産業人材の育成

能力の高い人材が多数育成され、県内経済を支えています。 

また、雇用環境・労働環境の改善が進み、ライフスタイルに合わせた働

き方が浸透しています。

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○特徴ある産業の誘致やＰＲを通して、人材を引き留めることが必要である。 

○問題は、雇用の量ではなく質である。雇用のミスマッチの解消が重要である。 

○多様な生活スタイルに合わせた働き方を実現することが重要である。

●代表的な取組の進捗状況

①産業人材の育成・能力開発 

【製造技術の知識の習得に関する取組】 

◆県内 3か所にあるテクノアカデミーでは、周辺地域の産業

界等からカリキュラムや教育訓練方針に関する意見をい

ただきながら、地域産業のニーズにこたえる人材の育成に

取り組んでいます。 

◆テクノアカデミー会津において、太陽電池モジュールの標

準施工、電気機器関連の学生に対する訓練や一般の方に対

する講座を実施し、太陽光発電の基礎知識、施工方法等を

指導しました。 

（H25実績：学生向け訓練 2回（25名）、一般向け講座1回（参加者23名）） 

②労働環境の改善 

【労働相談に関する取組】 

◆中小企業労働相談員２名を配置し、労働者や使用者からの労働

相談に対応しています。また、フリーダイヤル回線を設置し、

電話による相談にも応じています。 

（H25相談件数：７７４件） 

③雇用機会の創出・確保 

【求職者支援に関する取組】 

◆求職者等を支援するため、県内外の仮設住宅等への巡回相

談を行うとともに、県内５カ所に窓口を設置し、就職相談

や職業紹介を実施しています。 

【首都圏からのＦターンに関する取組】 

◆福島県内に就職を希望している首都圏の学生等を対象に、

東京窓口での就職相談や大学等の訪問を行っています。 

（H25 実績 窓口利用者 3,136 人／就職決定者 109 人） 

テクノアカデミー浜

テクノアカデミー会津における職業訓練 

働きやすい職場環境づくりの啓発 

ふるさと福島就職情報センター 
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●指標の進捗状況

・指標１ 

正社員の有効求

人倍率 

○H25実績値 

0.74 

○H25目標値 

全国平均値以上

（0.59）

○評 価： Ａ 

○現状の分析： 

全国平均を上回ったもの

の、雇用環境は依然として厳

しい状況である。 

・指標２ 

技能検定合格者

数 

○H25実績値 

 1,831 人 

○H25目標値 

 1,900 人以上

○評 価：  Ｂ  

○現状の分析： 

目標達成には至っていない

が、改善傾向にある。 

平成 23年度以降、回復傾向

にあり、平成 26年度におい

ても同様に回復基調となる

ことが見込まれる。 

・指標３ 

新規高卒者の県

内就職率 

○H25実績値 

 81.9％（H26.3 卒）

○H25目標値 

 74.8％以上

○評 価：  Ａ 

○現状の分析： 

震災復興関連の求人の増加

に伴う県内求人の増加の影

響が大きいと考えられる。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 原子力災害による取引先の断絶、風評による受注の落ち込み等により、県内中

小企業等の経営環境は厳しい状況にあります。 

② 避難者は、避難生活の長期化や生活再建の見通しが立たず、就労の方針が描け

ない状況にあります。 

③ 有効求人倍率は全国平均を上回っているものの、求人内容は震災復旧関連が多

く、求人、求職における業種や地域間の格差が拡大しています。 

●今後の方向性 

① 県内企業の魅力を発信するとともに、きめ細かい就職相談や職業紹介を行って

いきます。 

② 多様な雇用機会の創出・提供を図りながら、被災求職者の生活再建や被災地の

復興を支援していきます。 

③ 復興関連需要の今後の見通しが不透明な中、就職面接会などを通じて希望する

職種と求人職種のミスマッチをできるだけ解消し、若年者の県内就職を促進し

ます。
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30 年後
の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  活力（５）観光・交流

本県の観光資源の知名度が上昇し、国内外から多数の観光客が訪れています。 

また、国際交流が進展し、国境を越えた人と人のネットワークが拡がっています。

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○より「生の情報」に近い形での情報発信に取り組んでいくべきである。 

○復興に向き合いたいと考える県外の方々の、住まいや交流の場が必要である。 

○再生可能エネルギー等を利活用した、福島らしい観光の在り方を検討すべきである。

●代表的な取組の進捗状況

①国内観光 

【本県のイメージ回復と観光客の誘致に関する取組】 
◆観光復興の取組を進めるため、正確な情報発信と誘客に取
り組むとともに、平成２７年のふくしまデスティネーショ
ンキャンペーン開催に向けて準備事業を展開しています。 

◆フェイスブックや若者の発信力を活用し、ふくしまの「魅 
力」と「今」を積極的に発信しています。 
（福島県公式フェイスブック「いいね！（＝支持者）」：44,786 件 
[H26.7.31 時点] ※都道府県公式フェイスブックで最多） 

【教育旅行に関する取組】 

◆被災地の経験を伝える震災学習などによる教育旅行の誘致を進

めるため、語り部の育成やモデルコースの造成を行っています。 

②国際観光 

【本県のイメージ回復と外国人観光客の誘致に関する取組】 

◆韓国、中国、台湾、アセアン諸国を重点市場と位置付け、それぞれの

旅行ニーズに合ったプロモーションを展開するとともに、外国人観光客

の受入体制を充実強化して本県へのリピーター化を促進しています。 

③定住・二地域居住などによる国内交流 

【定住・二地域居住の情報提供・相談に関する取組】 
◆ふくしまファンクラブや東京有楽町の相談窓口の運営など
により、正確な情報の発信を行っています。 

【ＦＩＴ地域の交流に関する取組】 
◆茨城県、栃木県等と連携して、田舎暮らしを行うためのライフ
プランや自治体の支援取組、制度等の紹介及び個別相談を実施
しています。また、情報誌「るるぶ特別編集版」を活用し、観
光ＰＲを行っています。 

④国際交流 

【国際会議の誘致に関する取組】 

◆国際会議等を誘致するため、外務省や国際機関等を訪問して情

報収集に努めるとともに、開催の要請を行っています。

【国際交流ネットワークを活かした海外への情報発信に関する取組】

◆ＪＥＴプログラム参加者や県内の留学生及びＪＩＣＡ二本松

の青年海外協力隊候補生を対象にした県内のスタディツアー

や第２回在外県人会サミットを開催し、福島の現状について

理解を深めるとともに、海外への情報発信を行っています。 

（H25実績 スタディツアー  3回開催、延べ38名参加）

るるぶ

ＪＥＴスタディツアー 

プレデスティネーション
キャンペーンイベント

外国人向け 
「AIZUインフォメーションシート」

フェイスブック「福島県産日本酒 
２年連続日本一」
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●指標の進捗状況

・指標１ 

観光客入込数 

○H25 実績値 

48,315 千人 

○H25目標値 

 51,400 千人

○評 価：  Ｂ 

○現状の分析： 
大河ドラマ「八重の桜」により

会津若松市を中心に観光客の入込

は増加したが、その効果が全県へ

波及していない。 

「八重の桜」による誘客効果を

県内各地へ波及させるための周遊

対策に取り組んでいく。

・指標２ 

教育旅行におけ

る県内宿泊者数 

○H24 実績値 

240,148 人 

○H25目標値 

 260,000 人

○評 価： － 

○現状の分析： 
教育旅行は、行き先を数年間は

固定する傾向が強い。したがって、

事業の効果は短期的には表面化し

にくく、福島県へ誘致するにあた

っては、長期にわたり各学校に対

して継続的に PRを行う必要があ

る。

・指標３ 

国際会議の開催

件数・参加者数

○H25実績値 

開催件数：31件 

参加者数：4,709 人 

○H25目標値 

増加を目指す

○評 価： ―

○現状の分析： 

グローバル化に伴う世界規模で

の課題解決の必要性から、今後全

国的に国際会議の開催は増加して

いくものと考えられる。 

本県の風評払拭や経済振興のた

めに、国際会議の誘致・開催を通

じて、災害で経験した教訓及び知

見を発信していく。

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 観光客の誘致のため、切れ目ない観光復興の取組を進めていく必要があります。 

②「伝える」発信から「伝わる」発信に改善する必要があります。 

③ 定住希望者の希望条件と空き家の現状が合わず、マッチングにまで至らない 

ケースがあります。 

④ 本県の正確な情報の発信や経済振興のため、国際会議の誘致に向けた取組を強

化する必要があります。 

●今後の方向性 

① 観光客誘致のため、正確な情報発信とともに、観光素材の磨き上げやおもてなし

力の向上に取り組んでいきます。 

② 県として統一感を持って情報を発信し、「ふくしまから はじめよう。」の想いの

浸透や、国内外に向けたふくしまならではの情報発信を強化します。 

 ③ 空き家バンクの更なる活用と、定住希望者への田舎暮らしの現状等の情報発信を

していきます。 

 ④ 国際会議誘致のための関係機関との連携を深めていくとともに、必要な予算の確

保を進めます。
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  活力（６）交流基盤・物流基盤

太平洋と日本海を結ぶ物流網・情報網が強化され、東北圏、首都圏、西

日本、北海道などの経済物流が盛んになっています。 

また、福島空港、相馬港、小名浜港を拠点とした人やモノの流れが盛ん

になり、小名浜港は東日本有数の貿易港として発展しています。 

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○復興、地域の一体性のためインフラ整備は、国と協働して加速する必要がある。 

○港湾整備は重要であり、地域産業と関係づけて検討する必要がある。 

○福島空港利用促進のための案を広く募り、試行していくべきである。

●代表的な取組の進捗状況

①高速交通ネットワークの整備と活用 

【東北中央自動車道や会津縦貫道の整備に関する取組】 

◆国道１１５号相馬福島道路の早期開通を国に要望し、事業促

進のため用地取得などを支援しています。

◆会津地方の縦軸の役割を担う地域高規格道路として、会津縦

貫道の整備を進めています。

②骨格となる道路網の整備と活用 

【県土の基幹となる道路や地域連携道路の整備に関する取組】 

◆被災地の早期の復旧・復興に向けて、浜通りと中通りを結ぶ「ふ

くしま復興再生道路」を整備しています。

◆広域的な物流や観光、地域医療などを担い、隣接する生活圏を

相互に連絡し地域連携を支える道路を整備しています。

③福島空港・小名浜港・相馬港の整備と活用 

【ポートセールス活動や福島空港の利用促進に関する取組】 

◆港湾の整備を進めるとともに、県内外でのセミナー開催や海

外ポートセールスをしています。

◆福島空港の利用促進に向けた送客支援や PR 強化に取り組ん

でいます。

④情報通信基盤の整備と活用 

【ブロードバンドや自治体クラウドサービスに関する取組】 

◆民間によるブロードバンド環境が進まない地域の早期環境

整備を進めました。

◆災害に強い自治体システム構築のため、市町村への「自治体

クラウド」の普及・啓発を推進しています。

⑤鉄道の復旧と基盤強化 

【JR 只見線の復旧・基盤強化に関する取組】 

◆只見線の全線復旧と利用促進のため、引き続き市町村・新潟

県等と連携・協力しながら全力で取り組んでいます。

会津縦貫北道路

小名浜港

自治体クラウド（イメージ）

県道原町川俣線

只見線応援団の募集 
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●指標の進捗状況

・指標１

7 つの生活圏の中

心都市間の平均所

要時間 

○H25実績値 

 88 分 

○H25目標値 

88 分 

○評 価： A

○現状の分析： 

計画的な整備により着

実に進んでおり、将来的

に時間短縮が図られる見

込みであるが、引き続き

地域の合意形成と予算の

か確保が必要である。 

・指標２

大型ﾄﾚｰﾗｰが自由

に通行できる指定

道路の整備延長 

○H24実績値 

 695 ㎞以上

○H25目標値 

694 ㎞ 

○評 価： － 

○現状の分析： 

計画通り整備が進んで

いるが、耐荷力の照査を

実施しながら整備を進め

る必要がある。

・指標３

福島空港利用者数

○H25実績値 

244 千人 

○H25目標値 

240 千人

○評 価： A  

○現状の分析： 
平成25年度の国内線利

用者数は、前年度に引き
続き震災前の水準を上回
った。 
一方で、国際線は定期

路線が運休中であり、チ
ャーター便のみの利用者
数であることから、ソウ
ル、上海の国際定期路線
の早期再開が課題であ
る。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 道路等の整備に必要な財源を長期的、安定的に確保する必要があります。 

② 国直轄権限代行事業を含めて国と県の役割分担による事業推進が必要です。 

③ コンテナ貨物の回復が必要です。 

④ 福島空港の広域防災拠点としての充実を図る必要があります。 

⑤ 条件不利地域や高齢者等の情報通信格差の是正が重要です。 

⑥ 常磐線、只見線の早期全線復旧が求められています。 

●今後の方向性 

① 国への要望を含めて、道路等整備に必要となる財源の確保に努めます。 

 ② 国との関係をさらに強化し、事業を推進します。 

 ③ 荷主企業の多様なニーズに対応しながら、ポートセールスをさらに強化します。

 ④ 広域防災拠点モデル構築の調査結果をもとに、国の防災計画等へ位置づけられる

ように取り組みます。 

 ⑤ 条件不利地域の情報基盤整備、高齢者等の情報通信機器活用を促進します。 

 ⑥ 関係機関と連携しながら、早期全線復旧に向けた協議・要望を行います。

●実績値
◆目標値
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  安全と安心（１）健康づくり・健康管理

健康づくりや介護予防の取組が浸透し、元気な高齢者が増えるととも

に、健康寿命が伸びています。 

 また、全ての県民は原子力災害の不安から解放されています。

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○「全国に誇れるような健康長寿県」の目標を達成するための具体的取組を、県民に

わかりやすく伝える必要がある。 

○ 県民健康管理調査の回答率を上げる対策を検討すべきである。 

○ 長期化する避難生活の中で、被災者の健康問題へのきめ細かな対応が必要である。

●代表的な取組の進捗状況

① 疾病予防と生涯を通じた健康づくり 

【食育に関する取組】 

◆家庭・学校・地域が一体となった食育推進体系を再構築し、「元

気なふくしまっ子」が育つ食環境整備を進めるとともに、産学

官連携を活用しながら、県民運動としての食育を推進します。

  (H25 実績：福島県食育応援企業団の登録数 12 社）。

【がん検診に関する取組】 

◆がん検診等受診率向上のため、市町村に対する支援、がん検診推進

員を養成するとともに、県民一丸となった県民運動を展開します。

（H25 実績：がん検診推進員養成研修会 14 回実施）

② 感染症の予防と感染の拡大防止対策 

【感染症対策に関する取組】

◆各疾病の発生時に、必要な措置をとるとともに、疫学調査を実

施し、感染経路の究明を図るとともに、接触者等に対して健康

診断を行い、二次感染の防止に努めています。

③ 東日本大震災・原子力災害の影響を踏まえた健康管理 

【県民健康管理調査に関する取組】 

◆長期にわたり県民の健康を見守るため、簡易版による基本

調査や甲状腺検査（本格検査）等を実施しています。

（H25 甲状腺検査実績：295,511 人）

【県立医科大学における放射線健康障害の診断・治療拠点 

整備に関する取組】 

◆放射線医学に係る最先端の研究・診療拠点となる「ふくし

ま国際医療科学センター」の整備を進めています。

（平成 28 年度に全面稼働予定）

④ 保健を担う人材の確保 

【保健医療専門職の確保に関する取組】 

◆被災市町村等の専門職不足の改善を図り、健康状態の悪化

が懸念される避難者の健康状態把握や健康課題に対応した

健康支援活動の実施体制の整備強化を支援しています。

（H25実績:保健医療専門職による市町村健康支援事業 保健師、管理栄養士等31名

被災者健康支援に従事する専門職雇用経費補助 11 市町村）

福島県食育企業応援団登録証交付式

ふくしま国際医療科学センター

（イメージ）

健康支援活動

結核予防のイメージキャラクター
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●指標の進捗状況

・指標１

胃がん検診受診率
○H24実績値 

27.2 % 

○H25 目標値 

32.2 % 

○評 価： － 

○現 状 の 分 析： 

H23に比して若干の伸びは

あったものの、H22の基準値

まで戻っていない。引き続き

受診率向上に向けた取組を

強化する。 

・指標２

結核罹患率 

（人口１０万対）
○H24実績値 

 9.9  

○H25目標値 

 10.0 以下

○評 価： － 

○現状の分析： 

目標値を達成し、全国平均

値より低い罹患率で推移し

ており、新規登録者も減少傾

向にある。

・指標３

ホールボディカウ

ンター検査の実施

状況
○H25実績値 

 66,199 人 

○H32目標値 

 増加を目指す

○評 価： －  

○現 状 の 分 析： 
H25 年度末までに概ね

18 歳以下の希望者への検
査を終了。H25.8 からは、
これまで検査が困難であ
った 4歳未満の子どもに
対する検査もスタート。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 健康づくりを推進するためには、生活習慣の改善、生活習慣病の早期発見・早

期治療に結びつく健診（検診）等の受診率向上、疾病の重症化予防対策、社会

環境等の改善を総合的に取り組む必要があります。 

② 感染症対策については、発生予防の啓発、予防接種の推進、発生時に迅速かつ

的確に対応できる体制の整備等が必要です。 

③ 県民健康調査については、調査・検査の迅速化や理解促進、身近な医療機関で

検査等を受診し相談できる体制の整備が必要です。 

④ 保健医療専門職が不足していることから、その人材確保が必要です。 

●今後の方向性 

① ライフステージに応じた保健指導や各種の地域保健事業を効果的に推進すると

ともに、新たな健康課題に適切に取り組むための高度な知識と技術を習得した人

材の育成を図ります。 

 ② 県民の健康を守るための健康危機管理の視点に立った迅速かつ的確な対応と、 

普段から感染症の発生及びまん延の防止に重点を置いた対策を推進します。 

 ③ 対象者の利便性を考慮し、県内各地の医療機関でも甲状腺検査が受診できるよう

調整を進めていきます。 

④ 保健医療専門職不足に対応するため、関連団体等と連携を図り、人材の育成、確

保、定着を図ります。 
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●実績値
◆目標値

（％：胃がん検診受診者数／推計対象者×100 
推計対象者＝市町村人口-(就業者-農林水産業従事者)）

（新規登録患者数/県人口×10万人） 

（千人）
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  安全と安心（２）医療

県内全域で、必要な医療の提供体制が整っています。 

また、本県の医療・創薬産業の発展と連動して、最先端の医療サービス

を享受することができるようになっています。

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○広大な県土に対応した救急医療体制の整備充実を進めるべき。 

○地域医療の充実のため、医療と介護・福祉の体制整備を一体的に考えるべき。 

●代表的な取組の進捗状況

① 医療提供体制の確保・充実 

【救急医療に関する取組】 

◆患者の救急搬送及び受入の迅速化を図るために県内の救急機関

及び救急車に救急医療管制支援システムを導入します。

【地域医療再生計画に関する取組】 

◆地域医療の復興・再生のため、三次救急医療機関及び二次

救急医療機関等の機能強化や連携強化、救急医療を担う人

材の資質向上等を行います。

（H25実績：救急救命士養成研修補助 12消防本部新規養成課程35人）

② 医療従事者の確保と医療の質の向上 

【医師確保、医師の県内への定着に関する取組】 

◆東日本大震災で離職した医療従事者の流出防止を図り、医療の

復興に繋げるため、県内医療機関に対し、医療人材の雇用確保、

災害医療研修に係る経費等を支援しています。

（H25実績：医療人材確保緊急支援事業 6病院）

【看護職員などの確保・離職防止に関する取組】 

◆看護職員の安定的確保を図るため、無料の職業紹介、再就

業支援研修会など実施するとともに、院内保育所の運営費

補助などの受入体制の整備も実施しています。

（H25 実績：院内保育所運営補助 30 施設）

【看護師の資質向上に関する取組】 

◆高度化する医療に対応できる看護職を養成するため、実習

教員の配置、教育機器の整備、研究活動等に係る経費を支

援しています。

（H25 実績：看護師等教育機器整備支援事業 16 施設）

③ 浜通り地方の医療提供体制の再構築 

【医療提供体制の再構築に関する取組】 

◆病院機能の強化を図るため、ＣＴ、ＭＲＩ等の整備、

施設改修を実施しています。

（H25 実績：4 病院）

◆警戒区域等にあった医療機関の避難先における診療

再開や運営を支援しています。

 （H25 実績：2 病院 5 診療所）

救急搬送受入支援システム 

病院見学会・説明会 

医療施設の再開支援 

臨床研修合同説明会
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●指標の進捗状況

・指標１
医療施設従事医師数

（人口 10万人対） 

○H24実績値 

178.7 人 

○H29目標値 

 200.0 人以上

○評 価：  －

○現 状 の 分 析： 

東日本大震災後の県内の

医療状況は厳しい結果とな

っている。 

医師確保に努める必要が

ある。 

・指標２
就業看護職員数 

（人口 10万人対） 

○H24実績値 

 1,203.5 人 

○H29目標値 

 1,228.4 人

○評 価：  － 

○現 状 の 分 析： 

東日本大震災・原子力発電

所事故の影響により、浜通り

を中心に看護職員の県外流

出があったが、県全体として

は増加傾向にある。

引き続き福島県看護職員

需給計画に基づく様々な事

業を重層的に実施していく。

・指標３
救急搬送における医

療機関への受入れ紹

介回数４回以上の事

案件数 

○H25実績値 

  523 件 

○H25目標値 

  269 件

○評 価：Ｄ 

○現 状 の 分 析： 
H24 は H25 を比較すると、

重症以上傷病者の搬送人数
は同数であるものの、照会回
数 4回以上の件数は増加し
ている。照会回数増加は、い
わき地方が顕著になってい
る。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 広大な県土に対応した救急搬送体制の充実及び救急医療を早期に提供できる体

制が必要です。 
② 地域医療を担う人材の不足を極めて厳しい状況であり、さらに原子力災害によ

り医療従事者が流出しているため、医師・看護師等の確保が不可欠です。
③ 避難指示区域の見直し等を踏まえ、住民の帰還にあたって必要な医療の確保及

び医療需要に応じた医療提供体制の強化が必要です。 

●今後の方向性 

① 初期救急から第三次救急までの体系的な整備を推進し、救急医療体制の充実強化

に努めます。

② 医師の確保と県内定着のため、県外医師の招へいや医師への研究資金の貸与など

インセンティブを付与するとともに、医師の処遇改善、就業環境の整備を図りま

す。また、潜在看護職の再就業支援、離職防止対策、看護師等養成所に対する支

援を引き続き強化します。

③ 必要な医療提供体制を再整備するとともに、長期間帰還できない住民の医療需要に応

えるべく、避難先における医療機関相互の連携を促進し、機能強化を図ります。
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  安全と安心（３）介護・福祉

介護ネットワークの構築や介護ロボットの導入などにより、県内全域 

で効率的な介護サービスの提供体制が確保されています。 

 また、障がい者が日常生活・社会生活を営むために必要な支援を受けら

れる社会となっています。

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○地域包括ケアシステムの機能強化を図るべき。

●代表的な取組の進捗状況

① 高齢者介護・福祉サービスの確保・充実 

【介護サービス基盤の整備に関する取組】 

◆老人福祉施設の整備や小規模介護施設等の緊急整備に

対して支援しています。

（H25 老人福祉施設整備実績：11 法人 11 施設）

（H25 小規模介護施設整備実績：13 市町村 22 施設）

【介護保険サービスの提供体制の整備に関する取組】 

◆地域包括支援センター職員等に対する研修を行うことに

より資質の向上を図りセンター機能強化を支援していま

す。

【介護人材の育成・確保・処遇改善に関する取組】 

◆福祉・介護職の人材確保のため、人材のマッチング等を

行うとともに、県外からの就業者支援を行います。
（H25実績：福祉･介護の仕事説明会20回（14校）実施、946名参加） 

② 障がい者の日常生活及び社会生活の総合的支援 

【障がい者の地域生活意向に関する取組】 

◆障がい者が地域の中で自立した生活が送れるよう、相談

支援体制の充実や生活訓練等の取組を支援します。

【障がい者の一般就労の促進、工賃向上に関する取組】 

◆「障害者就業・生活支援センター」において、就労の 

ために必要な生活上の相談や健康上の相談等を実施して 

います。 

③ 介護者の負担軽減 

【認知症対策に関する取組】 

◆増加する認知症高齢者に対応するため、認知症コールセ

ンターにおける相談等を実施するとともに、鑑別診断の

実施や専門医療相談を行い、さらに、地域保健医療・介

護関係者への研修等を行う「認知症疾患医療センター」

を整備・運営しています。 

（H25 認知症コールセンター相談実績 268 件） 

【居宅介護サービスの充実に関する取組】 

◆ホームヘルパーの派遣、障がい者支援施設への短期入所

に係る経費、共同生活住居のサービスに係る経費等の

一部を支援しています。

地域包括支援センター職員研修

居宅介護サービス

就業作業支援
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●指標の進捗状況

・指標１

特別養護老人ホーム

の定員数 

○H25実績値 

10,073 人 

○H25目標値 

 10,503 人

○評 価： Ｂ

○現 状 の 分 析： 

職員の確保が難しくなっ

ていることや建設費用の高

騰が原因となり、整備が遅れ

ているところが見受けられ

る。 

・指標２
ホームヘルプサービ

ス利用回数（高齢者

千人一週間あたり）

○H25実績値 

  98.6 回/週 

○H25目標値 

 102.8 回/週

○評 価： Ｂ 

○現状の分析： 

 23 年度は震災の影響によ

って実績が減少したが、24
年度、25 年度と増加に転じ、

震災前である平成 22 年度の

実績を上回る数値となって

いる。

・指標３
就業している障がい

者数

○H25実績値 

 7,263 人 

○H25目標値 

 6,530 人

○評 価： Ａ

○現 状 の 分 析： 
障害者法定雇用率が

H25.4.1 から 1.8%から 2.0%
に引き上げになったことに
より、就職している障がい者
数が増加した。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 福祉・介護の人材不足が深刻であり、その人材確保のため、職場における労働

環境の整備、キャリアアップ支援等が必要です。 

② 本県の障がい者の就業数は増加しているが、より一層自立した生活を送れるよ

う支援が必要です。 

③ 高齢者の増加により在宅の認知高齢者の増加が予想されるため、地域住民等に

よる見守り支援、認知症ケアの進歩に対応した質の高い研修が必要です。 

●今後の方向性 

① 福祉・介護人材不足に対応するため、就労支度金の支給や労働環境の整備を 

促進し、人材の育成・確保・定着を図ります。 

② 一般就労に向けた就業支援を充実させるとともに、相談体制の充実など職場生活

と日常生活両面から支援を実施します。 

③ 高齢者介護業務に従事する職員等を対象に、認知症介護指導者養成研修など実施

し、認知症介護の知識・技術向上を推進しています。 
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30 年後
の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  安全と安心（４）日常生活の安全と安心

治安対策、防火対策、交通安全対策、食品の安全対策などが適切に行わ

れ、日常生活の安全と安心が確保されています。

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○放射能や食の安全に関する県民の疑問、不安解消の取組は重要。県民ニーズに沿っ

た説明方法を常に工夫すべき。 

○高齢者等の交通弱者にやさしい道路環境整備も必要である。

●代表的な取組の進捗状況

① 地域社会全体での治安、防火、交通安全対策 

【自主防犯対策に関する取組】 

◆自主防犯に関する意識の浸透を図るため、関係機関、

団体等と連携した合同パトロール活動、広報・啓発活動、

少年の健全育成及び非行防止に向けた子ども見守り活

動などを実施しています。

【消防団員の確保に関する取組】 

◆消防団への加入促進に向け、県内高校生への消防防災出前

講座や消防団員確保アドバイザーによる研修会を実施

します。

【交通事故の防止に関する取組】 

◆仮設住宅等における交通安全教育や広報啓発活動等、

住民参加・協働による交通安全活動を継続的に推進します。

（H25 実績：仮設住宅への交通安全教育 21 回 373 人）

② 食の安全・生活衛生の向上 

【放射性物質からの食品の安全性確保に関する取組】 

◆市場等に流通する食品等についての安全性を確認するため、

県産農林水産物を原料とする加工食品の放射性物質検査を

実施しています。

【放射性物質検査体制の整備などに関する取組】 

◆食の安全・安心を確保するため、住民の身近な放射能検査へ

非破壊式測定器を追加するほか、食と放射能に関するリスク

コミュニケーションの開催を通じ正しい知識の普及・啓発に

努めています。 

（H25 実績：食と放射能のﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 72回、 2,558人参加） 

③ 消費生活における安全・安心の確保 

【消費生活相談に関する取組】 

◆消費生活における被害防止と安全確保を図るため、消費生活

相談や悪質商法に関する注意喚起、不当取引業者への指導等

を実施しています。

（H25実績：消費生活相談 6,389件ほか）

消防防災出前講座

食と放射能に関する説明会

歩行環境シミュレータ（わたりジョーズ

君）を活用した参加・体験型講習

悪質商法注意パンフレット
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●指標の進捗状況

・指標１

交通事故死傷者数 

○H25実績値 

11,140 人 

○H25目標値 

 12,400 人以下

○評 価： Ａ

○現状の分析： 

目標値を前倒しで達成で

きており、順調と判断する。

・指標２
食品と放射能に関す

るリスクコミュニケ

ーションの実施件数

○H25実績値 

   72 回 

○H25目標値 

   60 回以上

○評 価： Ａ 

○現状の分析： 

消費者を対象としたシン

ポジウム等は参加者の 90%
以上が参考になったとして

おり、今後も継続的な開催が

求められている。引き続き、

県内消費者のニーズに沿い

ながら実施していく。

・指標３
消費生活に関する相

談員がいる市町村数

○実績値（H26.4.1）

  11 市町村 

○H26目標値 

  16 市町村

○評 価： Ｄ

○現状の分析： 
各自治体から、行政需要（相

談件数）の観点から設置につい
て必要性を感じない、消費生活

センター開所後のランニングコ
ストに対する財源不足の問題等
の回答があり、目標値に達して

いない。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 高齢者の交通事故死者数が全死者数の約半数を占めており、今後も高齢化が進

むことが想定されるため、高齢者事故防止対策が必要です。 

② 依然として、放射能への不安等から福島県産品の購入をためらう人の割合は高

い傾向にあるため、県民・消費者の声に寄り添い、食品の安全性確保のための

検査体制の整備、正しい知識や情報の周知が引き続き必要です。 

③ 年々、複雑化、多様化する消費者被害を防止するため、適切な情報提供ととも

に消費者が自ら判断する能力の育成が必要です。 

●今後の方向性 

① 高齢者事故防止のため、発生原因をきめ細かく分析し、発生形態に即した続発防

止のための具体的な対策等を、官民一体となって実施します。 

② 食と放射能に関する正しい知識の継続した普及に向け、時間の経過とともに変化する

消費者のニーズを把握しながら、適切なテーマ設定や丁寧なリスクコミュニケーショ

ンに中長期的に取り組みます。併せて、放射性物質検査体制の充実強化を図ります。

③ 市町村単位による消費生活センターの開所など、身近なところでの相談体制を整

備するとともに、消費者被害の特性に応じた教育・啓発事業を推進します。
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  安全と安心（５）原子力災害対策

原子力災害が収束し、放射性物質による環境汚染への対処が行われ、県

内全域は放射線から安全な地域となっています。 

また、原子力災害に起因する風評が払しょくされ、福島県のイメージが

向上しています。

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○汚染水漏れ問題を解決し、県民の不安を解消する必要がある。 

○除染で線量がどの程度下がったかという観点から情報発信をしていく必要がある。

○放射線量の将来予測を示すべきである。 

○除染を加速するため、国、県、市町村が一体となって取り組む必要がある。 

○廃炉、汚染水漏れ、中間貯蔵施設について、県はより踏み込んだ関与が必要である。

●代表的な取組の進捗状況

①廃炉までの安全確保と緊急事態への備え

【工程表の進捗状況の監視に関する取組】 

◆引き続き、専門性の向上のために設置した原子力対策監や

原子力専門員の活用、廃炉安全監視協議会や現地駐在員によ

り、廃炉に向けた取組状況を厳しく監視していきます。

（H25廃炉安全監視協議会１６回開催（現地調査１３回、会議３回））

②原子力災害に関する正確な情報発信 

【環境放射線モニタリングに関する取組】 

◆発電所周辺の環境影響監視のほか、人が多く集まる場所の

モニタリング、避難指示区域や周囲に比べて線量が高めの

地域におけるより詳細な線量率分布マップの作成、大気・

土壌等の核種分析、日常食調査等を実施しています。

③効果的な除染の実施

【除染特別地域以外の地域の除染に関する取組】 

◆放射性物質汚染対処特措法に基づき、市町村の策定した

除染実施計画により行う除染や仮置場の設置などを総合

的に支援しています。

（H25累計実績：住宅 計画数：246,664戸進捗数：114,636戸 進捗率：46.5%） 

④汚染廃棄物などの適正な処理

【災害廃棄物処理に関する取組】 

◆東日本大震災における災害廃棄物を迅速に処理するため、

市町村が行う災害廃棄物の収集、運搬及び処分の費用の一

部を支援しています。

（H25 災害廃棄物処理・処分率：６５.７％）

⑤復興のための研究開発拠点整備

【環境回復・創造に関する取組】 
◆放射性物質により汚染された環境を回復し、県民が将来
にわたり安心して暮らせる環境を創造するため、モニタ
リング、調査・研究、情報収集・発信、教育・研修・交
流機能を持つ環境創造センターを整備します。

（三春町施設完成：Ｈ27～28年度 南相馬市施設完成：Ｈ27年度）

廃炉安全監視協議会による現地調査

住宅除染作業

福島県環境創造センター

仮設焼却炉の設置

固定式モニタリングポスト
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⑥原子力損害賠償の完全実施と円滑な賠償請求の支援

【福島県原子力損害対策協議会に関する取組】 

◆全ての損害が確実に賠償されるよう、関係団体、市町村と

一体となって国等に働き掛けていくとともに、東京電力に

は、「指針」に明記されていない損害も含め、誠意を持っ

て、迅速、十分に賠償を行うよう強く求めていきます。

●指標の進捗状況

・指標１

市町村除染地域に

おける除染実績 

○H25 実績値 

（参考値） 

46.5％ 

○H25 目標値 

 100％

○評 価： －

○現状の分析： 
市町村の除染実施体制が整い、発

注が円滑に進みつつあるものの、仮

置き場の確保や除染従事者等の確

保に課題がある。 

※目標値については、年度単位で設
定しているが、実績値は年度単位
に算出することが困難であるた
め、各年度末時点での公表数値
（累計の進捗率）を参考値として
記載しています。 

・指標２

東日本大震災に係

る災害廃棄物の処

理・処分率 

○H25 実績値 

 65.7% 

○H25 目標値 

 100％

○評 価： Ｄ 

○現状の分析： 
国が直轄及び代行で処理を行う

地域を除く処分率は約 96％となっ

ている。

今後とも、国の直轄及び代行地域

における処理の加速化に向けた支

援を行う必要がある。

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 福島第一原子力発電所においては、多核種除去設備ＡＬＰＳの停止などのトラ

ブルが依然として続いており、汚染水対策が喫緊の課題となっています。 

② 原子力災害により生じた環境汚染の回復を実現するために実施する除染は、復

興のための優先すべき大きな課題の一つとなっています。 

③ 放射性セシウムを含む廃棄物の処理について、施設周辺住民には根強い不安が

あります。 

④ 事故から３年半が経過し、類型化された賠償が順次行われているものの、山林

等の賠償基準は未だに示されていません。 

●今後の方向性 

① 県としても、国及び東京電力の取組状況を、廃炉安全監視協議会や現地駐在員に

より引き続き厳しく監視していきます。 

 ② 除染の更なる加速化に向け、引き続き、技術支援の強化・住民理解の促進・除染

事業者等の育成強化などに取り組みます。 

 ③ 8,000Bq/kg 以下の廃棄物の処理の促進に向けて、住民の放射線に対する不安

を払拭し、理解を醸成していくための更なる取組を進めていきます。 

 ④ 引き続き、生活や事業の再建を果せる十分な賠償の実現に向け取組を進めていきます。
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「原子力損害賠償に係る「指針」の
追加等に関する緊急要望」
（平成25年11月18日）
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  安全と安心（６）大規模災害対策・危機管理体制

大規模災害などに備えて、防災・減災対策が強化されています。

また、災害発生時に適切な初動対応ができるように、行政と住民が一体

となった訓練や情報インフラの整備が行き届いています

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○今回の震災・原子力災害を風化させないためアーカイブ施設の設置を検討する必要がある。

○避難ルートについては、防災計画に具体的な記載が必要である。 

○発災後の命を救うという観点だけではなく、その後の対応を見据えて、生活移行に向
けた専門職の育成や協働体制づくりを考えておく必要がある。

●代表的な取組の進捗状況

①防災・減災対策の強化

【防災教育・防災訓練に関する取組】 
◆地域防災で中心的な立場にある方に防災に関する技能や知識の
習得を目的とした自主防災組織リーダー研修を開催するととも
に、防災士養成研修により防災士を養成します。また、避難行
動要支援者避難訓練を実施します。 

（Ｈ25 実績：防災士養成研修 3回開催 計 148 名受講） 
【津波対策に関する取組等】 
◆防災集団移転促進事業を実施する市町へ事業計画策定等の
支援を実施しています。

（Ｈ25 実績：計画策定市町 １件 計画変更市町 ５件） 

②社会基盤の維持・管理・強化 

【緊急輸送ネットワークの強化に関する取組】 
◆災害に強いネットワークの構築に向け、防災性を高める道路改築
や街路の整備、道路の安全性を高める耐震、防災対策を行います。
(H25実績：耐震補強17箇所) 

【防災上重要な施設の耐震化などに関する取組】 
◆地震発生時において適切な医療提供体制の維持を図るため、災害
拠点病院等の耐震整備に関する費用について助成しています。

（H25 実績：2病院） 

③危機管理体制の強化 

【危機管理機能強化を目的とした拠点整備に関する取組】 
◆震災で被災した県庁舎及び合同庁舎について、安全性の確保に必要
な改修及び補修工事を実施するとともに、危機管理機能の強化と迅速
な初動体制確保のため、北分庁舎に危機管理拠点を整備します。

④震災教訓の継承・風化防止

【東日本大震災・原子力災害の資料などの収集・保存・継承に関する取組】
◆震災及び原子力災害の体験や教訓、復興の姿を次世代へ継承する
ため、風化・散逸されることが懸念される伝えるべき資料、残す
べき資料等を収集・保存し、活用を図ります。

（H25実績：震災体験証言収録100組、パネル展の開催県内2回県外5回）
【東日本大震災・原子力災害の風化防止に関する取組】 
◆「ふくしまからはじめよう。」の想いのもと、民間等と連携した取組
を始め、ふくしまならではの情報発信を国内外に向けて行い、本県の
新しいイメージを創ることで、風化防止と風評の払拭を図ります。

総合防災訓練 

フェイスブックによる情報発信

橋梁の耐震補強(施工後) 

県庁舎改修工事
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●指標の進捗状況

・指標１

河川堤防整備率 

○H25実績値 

 61.0％ 

○H25目標値 

 58.9％

○評 価：   Ａ

○現状の分析： 

震災に伴う「復興枠」の創設

により、当初目標を上回る進捗

が図られている。 

・指標２

本県における防災

士の認証登録数 

○H25実績値 

 916 人 

○H25目標値 

 710 人以上

○評 価：  Ａ 

○現状の分析： 

県の訓練等にも防災士が参

加するなど県と防災士との連

携強化により、県民の関心も高

まっていると思われ、おおむね

順調である。

・指標３

災害時要援護者避難

支援個別計画の策定

市町村数 

○H25実績値 

 26 市町村 

○H25目標値 

 53 市町村以上

○評 価：  Ｄ

○現状の分析： 
 まだ半数以上の市町村で個
別計画の策定が進んでいない
が、避難行動要支援者避難訓練
の開催や、市町村訪問などを通
して計画策定を促進しており、
策定市町村数は増加している。

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 避難の広域化・長期化に伴い、自主防災組織等の地域コミュニティが低下してい

ます。 

② 東日本大震災でも他の大規模災害と同様、死亡者に占める高齢者の割合が高くな

っています。 

③ 時間の経過とともに、東日本大震災や原子力発電所事故の風化が進んでいます。

●今後の方向性 

① 自主防災組織リーダー研修等を通して自主防災組織の活性化を図り、自主防災組織

率の向上を目指します。 

 ② 避難行動要支援者避難訓練の開催や市町村訪問、説明会などを通して、避難行動

要支援者名簿の活用や個別計画の作成を促進し、避難行動要支援者を迅速に安全

な場所に避難させる体制を構築していきます。 

 ③ 風化防止のため、本県に関する正確な情報発信に引き続き取り組むととともに、災害

の記録や教訓を収集・保存・研究し、継承・発信や人々の交流、防災教育・減災対策

を行うなど多様な機能を備えた拠点施設を本県に設置するよう国に要望していきま

す。
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○ 第３章〔政策分野別の主要施策〕 施策評価調書 

●政策分野の名称  思いやり（１）人権・男女共同参画社会

家庭、学校、職場、地域など、あらゆる場面で性別にかかわりなく、

男女が自らの能力を発揮できる社会となっています。

また、能力、国籍、文化など、個人の特性の違いに対して包容力の高

い社会となっています。

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○偏見や差別の解消の取組をどこに向かって発信していくかを検討するべきである。

○元の生活を取り戻す権利等、災害後の新しい人権について考えていくことが重要である。

●代表的な取組の進捗状況

①人権の尊重、人権意識の向上 

【偏見や差別の解消を含めた人権尊重意識の向上を図る取組】 

◆広く県民に「人権への“気づき”」の機会を提供し、

理解を深めてもらうため、人権のつどいの実施など

各種啓発事業を行います。

 (H25 人権のつどい参加実績：約 600 人) 
【児童虐待対策に関する取組】 

◆児童虐待の未然防止及び迅速かつ適切な対応に向け

て、関係機関の連携、児童相談所の専門性及び市町

村支援の強化を図ります。

(H25実績：児童相談所での児童虐待ケースへの助言26回など) 
②男女共同参画社会の形成

【家庭や地域での男女共同参画の推進に関する取組】 

◆「男女共同参画社会」形成のための実践的活動拠点

である県男女共生センターにおいて、普及啓発など

各種事業を実施します。

(H25 実績：一般相談件数 611 件など) 
③地域社会の国際化

【多文化共生社会の推進に関する取組】 

◆外国出身県民が抱える様々な問題に対応するため、

相談窓口として外国出身県民総合サポートセンター

を開設しています。

(H25 実績：相談件数 419 件など) 

④ユニバーサルデザインを生かした社会づくり

【ユニバーサルデザインの普及啓発に関する取組】 

◆ふくしま型ユニバーサルデザインの理念普及と実践促進を図

るため、学生を対象にしたワークショップ等を実施します。

(H25 実績：研修会参加約 50 名など)

【社会基盤の整備におけるユニバーサルデザイン推進

に関する取組】 

◆条例の整備基準に適合する施設に対し、やさしさマ

ークを交付しています。

(H25 実績：交付 415 件など) 

30 年後

の 

将来像 

ユニバーサルデザイン研修会

三者通訳電話（トリオフォン）

県男女共生センター

人権のつどい２０１３喜多方
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●指標の進捗状況

・指標１

児童虐待相談受付

件数 

○H25 実績値 

300 人 

○H25 目標値 

適 切 に 対 応 す

る。 

○評 価：  －

○現状の分析： 

震災が要因と考えられる増

加傾向が見られる。今後とも、

虐待の未然防止に向けて関係

機関とより一層緊密に連携し、

適切に対応する必要がある。 

・指標２

市町村における男

女共同参画計画の

策定率 

○H25 実績値 

45.8 ％ 

○H25 目標値 

45.8 ％以上

○評 価：  Ａ

○現状の分析：  

都市部での策定は進んでい

るが、町村での策定が進んでい

ない。このため、未策定町村に

策定の必要性を説明していく。

・指標３

ユニバーサルデザイ

ンに関する県民の認

知度 

○H24 実績値 

71.6 ％ 

○H25 目標値 

73.0 ％以上 

○評 価：  －

○現状の分析： 

H20 調査（前々回）の 45.2%

から H24 調査（前回）では、26.4

ポイントも認知度が上昇して

おり、県民のユニバーサルデザ

インという「言葉」自体の認知

はかなりあがっているが、今後

は、ユニバーサルデザインの意

味についても県民の理解を深

めるような取組が必要となる。

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 様々な差別や虐待が発生していることから、県民一人一人の人権意識を高

めるための人権啓発が必要です。 

② 女性が活躍しやすい環境の整備を進める必要があります。 

③「ユニバーサルデザインに関する県民の認知度」について、考え方や意味

を含めた認知度は低い状況にあり、引き続き啓発が必要です。

●今後の方向性 

① 関係機関と連携して人権啓発を図ります。 

② 女性の活躍促進に向けた課題や解決策を探るため、県民意識調査の実施や

セミナーを開催します。 

③ 市町村・学生・ＮＰＯ団体との連携を強化し、理念の普及啓発を図ります。
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○ 第３章〔政策分野別の主要施策〕 施策評価調書 

30 年後 

の 

将来像 

●政策分野の名称  思いやり（２）思いやりと支え合い

 人の優しさや温かさを実感できる社会となっているとともに、生活再建や事

業再建など再チャレンジの機会が充実しています。

全ての県民は、家族、人、地域の愛と絆に包まれています。

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○24 時間つながる電話相談窓口等の体制を整備していく必要がある。 

○被災者だけでなく支援者に対する相談体制をつくる必要がある。 

●代表的な取組の進捗状況

①寛容で、すべての人に優しい社会づくり 

【自殺問題・うつ病の理解促進に関する取組】 

◆自殺者数の減少を図るため、うつ病を中心とした自殺の

予防や普及啓発、相談体制の整備等自殺対策の充実を図

っています。

【心の健康にかかる相談体制の整備に関する取組】 

◆「ふくしま子ども支援センター」を活用し、県外避難者

を含め、震災により様々なストレスを受けた子どもたち

やその保護者等を支援しています。

(H25 実績：県外避難者交流会等 110 回) 
②援助を必要とする人たちへの支援 

【生活保護に関する取組】 

◆生活に困っている方々に対し、状況に応じた必要な保護

を行うとともに、自立を援助するために就労や子育てに

関する支援を実施しています。

(H25 実績：1,566 世帯) 
【犯罪被害者の支援に関する取組】 

◆SACRA ふくしま（性暴力等被害救援協力機関）の運用を

はじめ、犯罪被害者の実態や支援の必要性を周知・啓発

する活動を行っています。

③地域社会における人と人の絆の再構築

【高齢者の生活支援、孤立死防止に関する取組】 

◆東日本大震災の被災地及び被災地からの避難者を受け入れ

ている地域において、地域の支援体制の構築等を行うことに

より、地域コミュニティの復興を支援しています。

(H25実績：29社会福祉協議会に生活支援相談員200人を配置など) 

④被災者の心のケア 

【被災者のストレスケアに関する取組】 

◆心のケアの拠点として「ふくしま心のケアセンター」を県内６

方部に設置し、臨床心理士等の専門職による被災者や支援者に

対する心のケアを実施しています。

 (H25 実績：心のケア相談支援件数 6,216 人など) 
【避難者を対象とした生活相談に関する取組】 

◆仮設住宅等で生活している避難住民が健康的な生活を

維持していくことができるよう、被災者に対する健康支

援活動を行っています。

(H25 実績：個別指導 116 回（栄養・食生活、口腔ケア）など）)

避難母子サロン

高齢者見守り活動

被災者相談ダイヤル

犯罪被害者等支援シンボルマーク 

「ギュっとちゃん」 
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●指標の進捗状況

・指標１

自殺者数 

○H25 実績値 

420 人(概数)

○H28 目標値 

410 人以下 

○評 価：  Ｂ

○現状の分析： 

前年度と比較して 8 人減

少している。 

過去の震災では、震災後、

数年が経過してから自殺者

数が増加したことから、今後

とも自殺対策の充実を図っ

ていく必要がある。

・指標２

生活保護率 

○H25 実績値 

8.7 ‰ ( 県

計) 

○H25 目標値 

適切に対応す

る 

○評 価：   －

○現状の分析： 

原発事故等による義援金、

賠償金等の受領や、震災復興

事業の増加等を背景とした

雇用情勢の改善傾向が続い

ていること等から、生活保護

率は減少となった。 

・指標３

ふくしま心の

ケアセンター

における年間

相談支援件数 

○H25 実績値 

6,216 人 

○H25 目標値 

適切に対応す

る

○評 価：   － 

○現状の分析： 

避難の長期化により、被災

者及び支援者の疲労が増大

していることから、さらに支

援の充実を図る必要がある。

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 避難生活の長期化により、被災者及び支援者の疲労増大、また、アルコール依

存等の顕在化への対応が必要です。 

② 犯罪被害者の置かれている立場や犯罪被害者支援の必要性・重要性について、

より県民の理解を深めるため、さらに広報・啓発を図る必要があります。 

③ 避難生活が長期化する中にあって、ふるさととの絆を維持し、ふるさとに戻り

たいと考えている人の将来的な帰還に繋げるため、支援活動の継続と情報発信

の充実が必要です。 

●今後の方向性 

① 県外避難者への相談窓口の設置拡大、支援者に対する支援やアルコール対策を

強化します。 

② 犯罪被害者の実情や支援の必要性を周知・啓発するためにミニ講座等を積極的

に実施し、社会全体で被害者を支える機運を醸成します。 

③ 相談体制の充実強化を図るとともに、県独自に整備した避難者情報データベー

スや意向調査の結果を反映させながら、情報発信の充実を図ります。 
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  思いやり（３）自然環境・景観の保全、継承

豊かな山、川、海、湖沼に代表される美しい自然環境、さわやかな空気、清らか

な水が保全され、自然と共生する社会が実現しています。

また、自然景観、歴史と伝統が息づく景観、街並みの景観が継承されています。

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○自然と触れ合える機会を積極的につくることが重要である。 

○震災・原子力災害により本県の生態系は多大な影響を受けているので、鳥獣等の実態

把握や、放射性物質の環境動態を調査することが必要である。 

●代表的な取組の進捗状況

①自然環境の保護と適正な利用

【自然公園などの保護と適正な利用に関する取組】 
◆国立公園等の自然環境の保全及び適正な利用を促進するた
め、公園計画に基づき、公園施設の整備を図っています。
(H25 実績：尾瀬歩道整備など) 

【自然とのふれあい拠点、ふれあい活動に関する取組】 
◆森林文化を現代生活に活かしていくため、地域に根ざした森林文化を調
査し、県民に向けて分かりやすく広報するとともに、森林文化の体験に
対する支援を行うことを通して、森林づくりの意識醸成を図っています。
(H25 体験イベント回数：４回) 

②美しい景観の保全と継承

【景観形成活動に関する取組】 
◆高校生等が地域に愛着を持ち、将来にわたり継続的に本県復旧
の担い手になることを目的とし、地域の宝の発見やまちづくり
について考えるワークショップやフォーラムを実施します。

◆ 地域で懇談会など実施し、地域づくりを支援する地方道路整備の

効果を一層高めるとともに景観の形成を図っています。 

③生物多様性の保全 

【災害の生態系への影響調査に関する取組】 
◆イノシシを捕獲して放射性物質の動態調査を行い、放射性物質に
よる野生動物への影響を把握するための基礎データを収集し、今
後の保護管理や地域住民の生活改善に活用していきます。

◆原発事故等の影響により野生鳥獣の出没域が広がっている
ため、生活環境被害・農作物被害の軽減を目的に生息調査や
捕獲活動等を行っています。

④環境保全対策 

【猪苗代湖を始めとする水環境保全に関する取組】 
◆猪苗代湖の水質を復活させ後世に継承していくため、水環境保全
活動を推進するとともに、高度処理浄化槽の整備促進等による負
荷低減対策や水質保全に関する調査研究等に取り組んでいます。

【環境教育・環境学習に関する取組】 
◆震災の経験を踏まえ、再発見した郷土の良さを伝え合い発信して
いくような交流活動を行うとともに、充実した自然体験活動を行
う機会を提供し、豊かな人間性と生きる力の育成を図っています。
(H25 実績：利用者約 16 万 3 千人) 

まちづくりワークショップ

植生復元作業

捕獲されたイノシシ

自然体験活動
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●指標の進捗状況

・指標１

猪苗代湖における

ＣＯＤ値 

○H25実績値 

1.0 

○H28中間目標値 

 0.9

○評 価：  －

○現状の分析： 

近年の結果から平成 28年

度尾の中間目標値（0.9mg/L）

を達成する可能性は高いと考

えられる 

・指標２

野生動植物保護 

サポーター登録数

○H25実績値 

 108 人 

○H25目標値 

 105 人以上

○評 価：  Ａ 

○現状の分析： 
東日本大震災の影響で平成 24

年度は減少したものの、目標値

を上回っている状況にある。た

だし、サポーターの高齢化を踏

まえ、今後は、特に必要とされ

る若年者の確保に向けて、募集

時の広報にさらなる工夫を行っ

ていく。 

・指標３

市町村景観計画 

策定団体数 

○H25実績値 

 ３団体 

○H25目標値 

 ４団体以上

○評 価：  Ｃ

○現状の分析： 

平成 25 年度において１町

が策定したが、策定に向けて

検討している市町村が１市だ

けであり、今後策定検討に向

けて積極的にＰＲする必要が

ある。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 東日本大震災や原子力災害からの復興の取組が重視され、自然環境の保全や保護

といった観点の取組が薄れつつあります。 

② 原子力災害の影響により、野生動物を含めた生態系への影響が懸念されていま

す。 

③ 自然と触れ合う機会が少なくなっている中で、環境問題への理解の深化等、環境

教育を推進する必要があります。 

●今後の方向性 

① 自然環境について、「利用を促進」させつつ「保護」を図るという相反する取組を

総合的に進めるとともに、自然環境の保護思想の啓発を図ります。 

 ② 狩猟鳥獣の放射性核種濃度調査を定期的、継続的に実施するとともに、野生動物

による生活環境等の被害の軽減を図ります。 

 ③ 児童生徒が、自然環境問題への理解を深めるとともに、本県の自然環境を理解し、

環境の保護に向けて主体的に考え、行動できるよう、発達の段階に応じた環境教

育を推進します。
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30 年後

の 

将来像

○ 〔政策分野別の主要施策〕第 3章 施策評価調書 

●政策分野の名称  思いやり（４）低炭素・循環型社会

エネルギー消費の効率化と利便性の追求が調和した低炭素型の社会と

なっています。

また、森林資源が持つ多面的機能が広く理解され、森を大事にする意

識が浸透しています。

さらに、リサイクルなどが進み、環境負荷の少ない循環型の社会が実現しています。

昨年度の総合計画審議会からの意見（概要） 

○放射性物質が拡散した結果、これまでの循環を断ち切るしかない場合も出ており、

循環型社会を掲げる上では対策が必要である。 

○循環型社会の再構築のため放射線量が低くリサイクルが適切なものについては、安全

性を十分に説明した上で、公共事業等で積極的に利用していくことが必要である。 

●代表的な取組の進捗状況

①省エネルギー・省電力対策 

【公共施設における節電に関する取組】 

◆地球温暖化防止のための県の庁舎における環境負荷低減活動の実

践（エコオフィス）に取り組むとともに、二酸化炭素の排出量の削

減目標を定めた「福島議定書」を知事と締結することによる学校や

事業所等での省資源・省エネルギーの実践を推進しています。

（H25実績：495学校、1,535団体）

【省エネルギー・省コスト化に関する取組】 

◆「省エネルギー」「省資源」「リサイクル」「生態系保全」

に配慮した建設資材の使用を促進しています。

（H25実績：モデル工事5箇所）

②環境に配慮した経済活動・ライフスタイル 

【環境に配慮した住まいづくりに関する取組】 
◆県産木材を使用して木造住宅の建設等を行う建築主に対して、
県産の農林水産品等と交換可能なポイントを交付しています。
(交付件数：105 件 25,000 千円)

【環境と共生する農林水産業の再生・拡大に関する取組】 

◆環境保全型農業を推進するため、地球温暖化防止や生物多

様性保全に効果の高い営農活動の取組を支援しています。

（H25実施地区数：27市町村）

③廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用など

【廃棄物の減量化・再資源化に関する取組】 
◆主に県内排出の廃棄物等を利用して製造された優良な製
品を認定して、廃棄物等の有効利用とリサイクル産業の育
成を支援するとともに、県内で製品の展示会を開催し、エ
コ・リサイクル製品の周知や販売促進を図っていきます。
(H26.4.1 現在認定製品数： 50 製品) 
【産業廃棄物に関する取組】 

◆処理施設の周辺環境への影響の低減等を図るため、産業

廃棄物排出事業者の排出抑制等を目的とした施設整備

等に対する費用の一部を支援しています。

（H25実績：補助交付先 4事業者）

森と住まいのエコポイント事業

リサイクル製品

（ガラスくずを再利用した側溝蓋）

緑のカーテン
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●指標の進捗状況

・指標１

「福島議定書」事業

参加団体数（学校）

○H25実績値 

495 団体 

○H25目標値 

 640 団体

○評 価： Ｃ

○現状の分析：

学校については、平成２

４年度に増加に転じたも

のの、平成２５年度は基

準年を見直したため参加

数が減少した。 

・指標２

「福島議定書」事業 

参加団体数（事業所）

○H25実績値 

 1,535 団体 

○H25目標値 

 1,810 団体

○評 価：  Ｂ 

○現状の分析： 

事業所については、平

成２５年度に増加に転じ

た。今後の復興に合わせ

増加すると見込んでい

る。

・指標３

エコファーマー 

認定件数 

○H25実績値 

 20,528 件 

○H25目標値 

 21,500 件 

○評 価：  Ｂ

○現状の分析： 
 担い手の高齢化に伴う
経営縮小の他、原発事故
の影響による生産・販売
環境の悪化から認定更新
を見送った例や、避難そ
の他の事由から事務手続
きが出来なかったため、
認定件数の減少傾向 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 火力発電所の稼働率の上昇などにより、温室効果ガス排出量が増加する傾向に

あります。 

② 廃棄物の排出量が増加の傾向にあり、震災の復旧・復興に伴う事業系ごみの増

加が主な要因として考えられます。 

●今後の方向性 

① 県民、事業者、行政等のあらゆる主体が一体となって地球温暖化対策を推進して

いきます。 

② 引き続き、廃棄物の減量化や適正処理、リサイクルを推進していきます。 
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指標の評価の考え方 

指標の評価に関しては、以下の考え方により行う。 

評価の仕方 

○目標値のある指標の達成度 

 ※増加を目指す指標→「実績／目標」により達成度を算出 

 ※減少を目指す指標→「目標／実績」により達成度を算出 

次の４分類で評価 

 Ａ・・・１００％以上 

 Ｂ・・・８０～１００％未満 

 Ｃ・・・７０～８０％未満 

 Ｄ・・・７０％未満 

計算例：（減少を目指す場合） 

５００（目標値）÷５２０（実績値）＝９６．２％→達成度「Ｂ」 

○目標値のない指標の達成度 

 「 ― 」とする。 
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